
事務連絡（保39）

平成20年5月8日

都道府県医師会

社会保険担当理事　殿

目本医師会常任理事

　　　　　藤　原　　淳

「後期高齢者終末期相談支援料の取扱いについて」等の送付について

　後期高齢者終末期相談支援料につきましては、平成20年度診療報酬改定に

おいて新設され、その取扱いについては「診療報酬の算定方法の制定等に伴う

実施上の留意事項について（通知）」（平成20年3月5日保医発第0305001号）

により示されており、平成20年3月14日付け目医発第1103号（保215）

および本会作成「改定診療報酬点数表参考資料」等によりご周知申し上げてい

るところであります。

　今般、厚生労働省保険局医療課より「後期高齢者終末期相談支援料の取扱い

について」の事務連絡が発出され、当該項目についてとりまとめる文書等の取

扱い等について、添付資料1のとおり示されましたので、ご連絡申し上げます。

　また、厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数（平成

20年厚生労働省告示第273号）が平成20年5月1日から適用されること

に伴い、「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護

保険の相互に関連する事項等について」（平成18年4月28目保医発第

0428001号・老老発第0428001号）が一部改正されましたので、併せてご連絡申

し上げます。

　つきましては、貴会会員への周知方よろしくお願い申し上げます。

（添付資料）

1．後期高齢者終末期相談支援料の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　（平20．4．28　厚生労働省保険局医療課事務連絡）

2．「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険

　の相互に関連する事項等について」の一部改正について

　　　　（平20．5．1保医発第0501002号　厚生労働省保険局医療課長通知）
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平成20年4月28日

地方社会保険事務局長
都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県高齢者医療主管部（局）

　高齢者医療主管課（部）長

殿

厚生労働省保険局医療課

後期高齢者終末期相談支援料の取扱いについて

　標記については、「診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項について

（通知）」（平成20年3月5日保医発第0305001号）により本年四月の診療報酬改正に

伴う留意事項を定めたところであるが、当該項目についてとりまとめる文書等の取扱

い等は下記のとおりであるので、遺憾のないよう関係者に対し周知徹底を図られたい。

己旨口

　後期高齢者終末期相談支援料の算定にあたっては、病状が急変した場合の治療等に

ついて、医師、看護師その他の医療関係職種が共同し、患者及びその家族等とともに

話し合い、その内容を文書等にとりまとめることとしているが、「診療報酬の算定ノノ

法の制定等に伴う実施上の留意事項について（通知）」（平成20年3．月5日保医発第

0305001号）にあるように、後期高齢者終末期相談支援料は、終末期においても安心し

た療養生活を送ることができるよう、患者が終末期における療養について十分に理解

することを基本とした上で診療が進められることを目的としたものであるため、患者

の自発的な意思を尊重し、患者に意思の決定を迫ってはならず、病状が急変した場合

の治療方針や急変時の搬送の希望等について、患者の希望が確認できない場合等には、

r不明」、r未定」等とすることで差し支えないものである。
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保医発第0501002号

平成20年5月1目

地方社会保険事務局長
都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県高齢者医療主管部（局）

　高齢者医療主管課（部）長
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連

　　　　　　　　　する事項等について」の一部改正について

　厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数（平成20年厚生労働省告示第

273号）が平成20年5月1目から適用されることに伴い、下記通知の一部を改正することと

したので、その取扱いに遺漏のないよう貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対し、周知徹

底を図られたい。
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三
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・「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する

事項等について」　（平成18年4月28日保医発第0428001号・老老発第0428001号）の一部改

正

別紙のとおり改正し、平成20年5月1目から適用する。



（別紙）

1　第2の5の見出し中「特定診療費」の下に「及び特別療養費」を加える。

2　第2の5の（1）中「医療保険適用病床から」を「同一施設内の医療保険適用病床から」に

改める。

3　第2の5の（3）中「作業療法」の下に「、言語聴覚療法」を、　「精神科作業療法」の下に

　「並びに特別療養費として定められた言語聴覚療法及び精神科作業療法」を加え、　「特定診療

費及び」を「特定診療費又は特別療養費及び」に改め、同（3一jを同（4）とする。

4　第2の5の（2）中「介護保険適用病床に転床」の下に「又は介護療養型老人保健施設に入

所」を、　「当該転床」の下に「又は入所」を、　「特定診療費」の下に「又は特別療養費」を、

　「医療保険適用病床に転床」の下に「又は介護療養型老人保健施設から医療保険適用病床に入

院」を加え、同（2）を同（3）とする。

5　第2の5の（2）として次のように加える。

　（2）　同一施設内の医療保険適用病床から、介護療養型老人保健施設に入所した者又は当該医

　　療機関と一体的に運営されるサテライト型小規模介護療養型老人保健施設に入所した者にあ

　　っては、特別療養費に定める初期入所診療加算は算定できないものであること。ただし、当

　　該施設の入所期間及び当該施設入所前の医療保険適用病床における入所期間が通算して6月

　　以内の場合であって、当該入所した者の病状の変化等により、診療方針に重要な変更があり、

　　診療計画を見直す必要が生じた場合においては、この限りでない。



「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」

発第0428001号　老老発第0428001号）新旧対照表

（平成18年4月28日保医

改 正 案

5　医療保険の診療項目と介護保険の特定診療費及び特別療養費の算

定における留意事項

　（1）　同一施設内の医療保険適用病床から介護保険適用病床へ転床

　　　した場合、当該転床した月においては、特定診療費として定め

　　　られた初期入院診療管理は算定できないものであること。ただ
　　　し、’当該医療保険適用病床と介護保険適用病床における入院期

　　　間が通算して6月以内の場合であって、当該介護保険適用病床
　　　に転床した患者の病状の変化等により、診療方針に重要な変更

　　　があり、入院診療計画を見直す必要が生じた場合においては、

　　　この限りでない。

　（2）　同一施設内の医療保険適用病床から、介曇療養型老人保健施

設に入所した者又は当該医療機関と一体的に運営されるサテラ

イト型小規模介護療養型老人保健施設に入所した者にあって
は、特別療養費に定める初期入所診療管理は算定できないもの

であること。ただし、当該施設の入所期間及び当該施設入所前

の医療保険適用病床における入院期間が通算して6月以内の場
合であって、当該入所した者の病状の変化等により、診療方針

に重要な変更があり、診療計画を見直す必要が生じた場合にお

　　いては、この限りでない。

（3）　医療保険適用病床から介護保険適用病床に転床又は介護療養

　　型老人保健施設に入所した場合、当該転床又は入所した週にお
　　いて、医療保険の薬剤管理指導料を算定している場合には、特

　　定診療費又は特別療養費として定められた薬剤管理指導は算定

　　できないものであること。また、介護保険適用病床から医療保

　　険適用病床に転床又は介護療養型老人保健施設から医療保険適

　　用病床に入院した場合についても同様であること。

（4）　特定診療費として定められた理学療法、作業療法、言語聴覚

　　療法及び精神科作業療法並びに特別療養費として定められた言

語聴覚療法及び精神科作業療法を行う施設については、医療保

険の疾患別りハビリテーション及び精神科作業療法を行う施設

と同一の場合及びこれらと共用する場合も認められるものとす
ること。ただし、共用する場合にあっては、施設基準及び人員

配置基準等について、特定診療費又は特別療養費及び医療保険

のそれぞれにおいて定められた施設基準の両方を同時に満たす
必要があること。

現 行

5　医療保険の診療項目と介護保険の特定診療費の算定における留意
事項

　（1）　医療保険適用病床から介護保険適用病床へ転床転換した場

　　　合、当該転床した月においては、特定診療費として定められた

　　　初期入院診療管理は算定できないものであること。ただし、当
　　　該医療保険適用病床と介護保険適用病床における入院期間が通

　　　算して6月以内の場合であって、当該介護保険適用病床に転床
　　　した患者の病状の変化等により、診療方針に重要な変更があり、

　　　入院診療計画を見直す必要が生じた場合においては、この限り
　　　でない。

（2）　医療保険適用病床から介護保険適用病床に転床した場合、当

　　該転床した週において、医療保険の薬剤管理指導料を算定して
　　いる場合には、特定診療費として定められた薬剤管理指導は算

　　定できないものであること。また、介護保険適用病床から医療

　　保険適用病床に転床した場合についても同様であること。

（3）　特定診療費として定められた理学療法、作業療法及び精神科

　　作業療法を行う施設については、医療保険の疾患別リハビリテ

ーション及び精神科作業療法を行う施設と同一の場合及びこれ

らと共用する場合も認められるものとすること。ただし、共用
する場合にあっては、施設基準及び人員配置基準等について、

特定診療費及び医療保険のそれぞれにおいて定められた施設基

準の両方を同時に満たす必要があること。



（参考）

①初期入院診療について

単位数
厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数

@　　　　　（平成20年厚生労働省告示第273号）

初期入院診療

i介護療養病床）
250単位

入院患者に対して、その入院に際して医師が必要な診察、検査等を行い、診療方針を定めて

ｶ書で説明を行った場合に、入院中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては2
�jを限度として所定単位数を算定する。

　　　初期入所診療

i介護療養型老人保健施設）
250単位

入所者に対して、その入所に際して医師が必要な診察、検査等を行い、診療方針を定めて文

曹ﾅ説明を行った場合に、入所中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては2回）

�ﾀ度として所定単位数を算定する。

②薬剤管理指導について

単位数
厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数

@　　　　（平成20年厚生労働省告示第273号）

薬剤管理指導
i介護療養病床）

350単位

指定短期入所療養介護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受

ｯている利用者又は入院患者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、

T1回に限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。

　　　薬剤管理指導

i介護療養型老人保健施設）
350単位

指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けて

｢る利用者又は入所者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、週1回

ﾉ限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。


